
日本産業パートナーズ、防衛装備品などの日本アビオニクス＜6946＞
をTOBで子会社化へ

事業再生型ファンドの日本産業パートナーズ（東京都千代田区）は、NEC傘下で防衛装備品などを手が
ける日本アビオニクス（東証2部）に対してTOB（株式公開買い付け）を実施し、子会社化すると発表
した。親会社のNECは保有する全株式（所有割合50.11％）についてTOBに応募する。日本アビオニク
スはTOBに賛同している。買付期間は20営業日とし、12月中旬からのTOB開始を目指している。日本
アビオニクスの上場は維持する。

買付主体は日本産業パートナーズ傘下のNAJホールディングス。買付価格は1株につき1100円。TOB公
表前日の終値1223円に対して10.06％のディスカウント。買付予定数の上限は155万6500株（所有割
合55.12％）で、NECが保有する株式数を下限とする。買付代金は最大17億1200万円。

日本アビオニクスは1960年、防衛用や一般産業用電子機器に使われる部品などの製造販売を目的に、
米ヒューズ・エアクラフト・カンパニーとの合弁で日本アビオトロニクスとして発足。1980年に日本
アビオニクスに社名変更した。1988年に東証2部に上場した。

近年、宇宙・防衛市場では防衛省が防衛装備品の調達は国内メーカーから海外メーカーへシフトを進め
ており、国内メーカーの劣勢が今後も予想される。日本アビオニクスの業績も2019年3月期まで2年連
続で営業赤字に陥っている。NECは日本産業パートナーズをパートナーとして迎え入れ、日本アビオニ
クスの事業立て直しを期待している。


